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 生活衛生関係営業者に対する主な政策支援策について① （イメージ図） 

生活衛生関係営業の振興 
商品・サービスの提供 

消費者の安全・安心の確保 
衛生基準の確保 
（ルールの遵守） 

営業の継続 
（売上げの確保） 

経済・社会の活性化 

衛生水準確保 

私的経済活動 公益増進 

 
 
・新しいサービス（ビジネス）モデルの推進・普及 
・社会的に要請の高い政策課題への対応 

予算 (補助金) 
 
 
・零細事業者に対する円滑な資金供給、低利 
  融資 

融資 (政策金融) 

 
 
・商品・サービスの近代化、公害防止 
・高い衛生水準の確保、高い公共目的の実現 
・生活衛生同業組合の活動の活性化 

税制 (租税特別措置) 

販路拡大 

商店街清掃 

高齢者 
無料入浴 

カロリー・塩分表示 

新サービスの開発 

清潔な店舗 

自主点検表の普及 

 
 
・法令、通知 
・環境衛生監視員による指導・監督 

規制  

従業員教育 
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予算 
 (補助金) 
○支給対象となる主 
   体を限定して交付 
   （予算制約） 

 

生活衛生同業組合 
生活衛生同業組合 

組合員 

○緊急的かつ社会的 
   要請の強い政策課 
   題への対応 

 生活衛生関係営業者に対する主な政策支援策について② 

生活衛生関係 
営業者 

中小事業者 

生活衛生関係補助金 

・モデル事業への参加 

・成果の共有 

税制 
 (設備投資に対す 
  る租税特別措置) 
○対象は課税主体 
   や納税額が発生 
   した主体 

○振興計画に基づく共 
   同利用施設の取得 
   に対する特別措置 
 

融資 
 (政策金融) 
○円滑な資金供給 

○返済義務、担保能 
   力必要 
 

 

○振興計画に基づく振興 
    事業への低利融資(設 
    備資金・運転資金) 

○振興計画に基づく振興 
    事業への低利融資(設 
    備資金・運転資金) 
 

○衛生確保に向けた営業 
   者の自主努力 
○成長・発展の促進 
 

○金融支援 
  ・資金供給の円滑化 
 
 

日本政策金融公庫（生活衛生資金貸付） 

共同利用施設税制 

 
 
 
 
 
 
   高い衛生水準の確
保、高い公共目的の実
現に資する設備投資に
対して支援 

新 

 
 
 
 
 
 

○生産設備やＩＴ化等への 
    投資の加速を図り、中 
    小企業の経済活動を活 
    性化 
 

・共同利用施設の利用 

・技能の向上 
・経営の健全化 

・組合加入の促進 

・組合による指導強化 
・高い衛生水準の確保 
・高い公共目的の実現 

日本政策金融公庫 

中小企業投資促進税制 

○経営支援 
  ・中小企業の多様で活 
      力ある成長発展 
 

中小企業対策予算 
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尐額減価償却資産の特例 

グリーン投資減税 



 共同利用施設及び新しい税制措置の主な対象設備（案） 

 生活衛生関係営業の振興に関
する第３次報告書において「
重点的な活用方策」を提示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※「重点的な活用方策」については、今後、必要に 

   応じ見直しを行う 
 

 

共同利用施設 新しい税制措置(案) 

 高い衛生水準の確保及び高い
公共目的の実現に資する設備
投資に対して重点支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※対象設備については、今後、必要に応 じ見直し 

    を行う 
 

 

（１）少子高齢化への対応 

    ・共同の買い物バス、移動販売バス 

 

（２）環境・エコ等の高まりへの対応 
     ・共同購入資材配送車両 
 

（３）震災復興・節電への対応 

    ・被災地における共同営業施設 

      ・節電に資する共同蓄電設備 
 

（４）安全・安心への対応 

    ・建て替えによる耐震化 

（１）高い衛生水準の確保 
  <想定例> 
    ・全自動手指洗浄消毒器 
    ・衛生管理に資する冷凍・冷蔵設備 
  ・蒸気噴霧掃除機、換気設備、滅菌機   
  ・標準営業約款(Ｓマーク)の登録に 
         伴い必要となる設備   等  

（２）高い公共目的の実現 
  <想定例> 
    ・AED(自動体外式除細動器) 
  ・受動喫煙防止設備 
  ・バリアフリー設備 
  ・防災設備、防犯・警報設備、蓄電設備 
  ・買い物弱者対策又はコミュニティ機能 
         の維持・増進に資する設備   等 
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共同利用施設税制の改革案 
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項 目 

共同利用施設に係る特別償却制度 

共同利用施設 

衛生水準維持向上設備等 

高い衛生水準の確保に資す
る設備 

高い公共目的の実現に資す
る設備 

特例措置 特別償却（６％） 
特別償却（３０％）又は税額
控除（７％）又は即時償却 

特別償却（３０％）又は税額
控除（７％）又は即時償却 

対象業種 生活衛生関係営業 生活衛生関係営業 生活衛生関係営業 

対象事業者 

青色申告書を提出する生活
衛生同業組合（出資組合に
限る）又は生活衛生同業小

組合 

振興計画の認定を受けている
生活衛生同業組合の組合

員 

振興計画の認定を受けている
生活衛生同業組合の組合

員 

 
対象設備 

生活衛生関係営業の運営の
適正化及び振興に関する法
律第５６条の３第１項の認定
を受けた同項に規定する振興
計画に係る共同利用施設で
その製作若しくは建設の後事
業の用に供されたことのないも
のを取得し、又は共同利用
施設を製作し、若しくは建設
して、これを当該法人の事業
の用に供した場合（所有権移
転外リース取引により取得し
た当該共同利用施設をその
用に供した場合を除く。） 

＜具体例＞ 
・全自動手指洗浄消毒器 
・衛生管理に資する冷凍・冷 
  蔵設備 
・蒸気噴霧掃除機  
・換気設備 
・滅菌機 
・消毒設備 
・タオル蒸器 
・循環ろ過機 
・空気調和設備 
・標準営業約款(Ｓマーク)の 
  登録に伴い必要となる設備    
  等 

＜具体例＞ 
・AED(自動体外式除細動 
  器) 
・受動喫煙防止設備 
・バリアフリー設備 
・防災設備 
・防犯・警報設備 
・蓄電設備 
・買い物弱者対策に資する 
 設備 
・コミュニティ機能の維持・増  
  進に資する設備   等 
 
 

新 


